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Vol.１００４    

令和３年８月１９日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

認知症施策・地域介護推進課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室）   御 中 
← 厚生労働省 認知症施策・地域介護推進課 

今回の内容 

「「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

の一部を改正する省令」の公布及び施行について（通知）」 

計４枚（本紙を除く） 

連絡先  

 TEL  :  03-5253-1111(内線 3979) 

FA X  : 03-3503-7894 
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老発 0819 第２号 

令和３年８月 19日 

各都道府県知事 

各市区町村長    

 

厚生労働省老健局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定

地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

の一部を改正する省令」の公布及び施行について（通知） 

 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令（令和３年厚生労

働省令第 141号）が別添のとおり令和３年８月 16日に公布され、同月 26日より施行するこ

ととされたところである。本省令の改正の趣旨及び内容は、下記のとおりであるので、十分

御了知の上、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏な

きを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の経緯 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（令和３年法律第 44号）により改正された介護保険法（平成９年法律第 123号。

以下「法」という。）の施行に伴い、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 34号）及び指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 36号）につい

て所要の改正を行うもの。 

 

第２ 改正の内容 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第 1条第５号及び

第７号を改正し、同基準第 66 条に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録

定員及び利用定員に関する基準について、「従うべき基準」から「標準とすべき基準」

に改正する。また、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準第１条第３号及び第５号を改正し、同基準第 47 条に規定する指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所の登録定員及び利用定員に関する基準についても、「従うべ

き基準」から「標準とすべき基準」に改正する。 

 

殿 



 

2 

 

 

第３ 改正の趣旨 

今般の改正は、小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の事業

に係る登録定員及び利用定員に関する基準について市町村が条例を定めるに当たり、こ

れらの事業が小規模でなじみの職員による家庭的なケアを実施するという趣旨に鑑みて

登録定員及び利用定員が定められていることを踏まえながら、改正後の指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第１条第７号及び改正後の指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第１条第５号にそれぞ

れ規定する「標準とすべき基準」を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範

囲内で、地域の実情に応じた「標準とすべき基準」と異なる内容を定めることができる

とするものである。 

なお、市町村が条例を定める当たり、地域の実情に応じて「合理的な理由がある範囲

内」について必要な説明や議論等を行っていただくことになるが、一般論としては、小

規模でなじみの職員による家庭的なケアを実施するという小規模多機能型居宅介護の事

業等の制度趣旨を踏まえて介護保険法令で定員が定められていることを踏まえつつ定員

の見直しを行うが、人員に関する基準や設備に関する基準のうち宿泊室の床面積に係る

もの等は今般の改正後も引き続き「従うべき基準」であることを踏まえ、サービスの質

が担保されること等が考えられる。 

 

第４ 施行期日 

法の公布日から起算して３月を経過した日（令和３年８月 26日）から施行すること。 
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ス
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営
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す
る
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び
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定
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域
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介
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営
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地
域
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護
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ビ
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護
予

防
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果
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な
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援
の
方
法
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す
る
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準
の
一
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を
改
正
す
る
省
令

（
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
の
一
部
改
正
）

第
一
条

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省

令
第
三
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
趣
旨
）

（
趣
旨
）

第
一
条

共
生
型
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
に

係
る
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
七
十
八
条
の
二
の

二
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
及
び

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
に
係
る
法
第

七
十
八
条
の
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、

そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
基
準
と
す
る
。

第
一
条

共
生
型
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
に

係
る
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
七
十
八
条
の
二
の

二
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
及
び

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
に
係
る
法
第

七
十
八
条
の
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、

そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
基
準
と
す
る
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

五

法
第
七
十
八
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
従

う
べ
き
基
準

第
四
十
二
条
第
四
項
及
び
第
四

十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
基
準

五

法
第
七
十
八
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
従

う
べ
き
基
準

第
四
十
二
条
第
四
項
、
第
四
十

六
条
第
一
項
及
び
第
六
十
六
条
の
規
定
に
よ
る

基
準

六

（
略
）

六

（
略
）

七

法
第
七
十
八
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
標

準
と
す
べ
き
基
準

第
四
十
条
の
三
、
第
六
十

六
条
、
第
九
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
居

室
に
係
る
部
分
を
除
く
。）、
第
百
七
十
四
条
並

び
に
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
基
準

七

法
第
七
十
八
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
標

準
と
す
べ
き
基
準

第
四
十
条
の
三
、
第
九
十

三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
居
室
に
係
る
部
分

を
除
く
。）、
第
百
七
十
四
条
並
び
に
附
則
第
七

条
の
規
定
に
よ
る
基
準

八

（
略
）

八

（
略
）

令和年月日 月曜日 第号官 報

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
四
十
一
号

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
令

和
三
年
法
律
第
四
十
四
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
及
び
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着

型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
八
月
十
六
日

厚
生
労
働
大
臣

田
村

憲
久





（
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
の
一
部
改
正
）

第
二
条

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予

防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第

三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
趣
旨
）

（
趣
旨
）

第
一
条

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の

事
業
に
係
る
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百

二
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
百
十
五
条

の
十
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
各
号
に
定
め
る
規
定
に
よ
る
基
準
と
す

る
。

第
一
条

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の

事
業
に
係
る
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百

二
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
百
十
五
条

の
十
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
各
号
に
定
め
る
規
定
に
よ
る
基
準
と
す

る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

法
第
百
十
五
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
従

う
べ
き
基
準

第
五
条
第
四
項
及
び
第
九
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
基
準

三

法
第
百
十
五
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
従

う
べ
き
基
準

第
五
条
第
四
項
、
第
九
条
第
一

項
及
び
第
四
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
基
準

四

（
略
）

四

（
略
）

五

法
第
百
十
五
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
標

準
と
す
べ
き
基
準

第
四
十
七
条
、
第
七
十
三

条
第
一
項
及
び
第
二
項
（
入
居
定
員
に
係
る
部

分
に
限
る
。）並
び
に
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
基
準

五

法
第
百
十
五
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
同
条
第
三
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
市
町
村
が
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
標

準
と
す
べ
き
基
準

第
七
十
三
条
第
一
項
及
び

第
二
項
（
入
居
定
員
に
係
る
部
分
に
限
る
。）並

び
に
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
基
準

六

（
略
）

六

（
略
）

附

則

こ
の
省
令
は
、
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関

す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
四
十
四
号
）
附
則
第
一
条
本
文
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
三
年
八
月
二
十
六

日
）
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 月曜日 第号官 報


